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背景

• 第二次世界大戦後の郊外地域の急速な都市化

– 災害に弱い地域の居住、都市のスプロール

– 自然の荒廃、農地の減少

• 好転する兆しが見えてこない

– 土地利用に関する政策上の問題

– 地理情報及びその共有の欠如

• 土地利用政策を改善する機会

– 土地利用政策のレビュー

– 地理情報の応用
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目的

1. 日本の土地利用政策の要約

2. 土地利用の計画を支援するための事例
研究の実施

3. オランダの空間計画のレビュー

4. 日本の土地利用政策に地理情報の応用
を可能とする方法
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法的枠組み
• 国土利用計画法

– 国土利用計画(国、都道府県、市町村)

– 土地利用基本計画

• 個別の空間計画法に由来する5つの土地利用を編集

• 個別の空間計画法

– 都市:都市計画法

– 農業:農業振興地域の整備に関する法律

– 森林:森林法

– 自然公園地域:自然公園法

– 自然保護地域:自然環境保全法

1. 日本の土地利用政策
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土地利用ゾーニング(模式図)

都市計画区域

未指定地域または
“白地”

市街化区域

市街化調整区域

農業振興地域

農用地

森林計画対象林
自然公園地域

自然保護地域

1.日本の土地利用政策
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土地利用政策に係る課題
• 実態面

– 災害に弱い地域での居住

– 自然の劣化

– 美しい景観の喪失

– 都市のスプロールによる非効率な資源・エネルギーの利用

• 制度面

– 関係する法律の調整不足

– 整合に欠ける土地利用規制

– 二次的自然(準自然)を代表する土地利用の欠如

– 中央集権的な政策と計画

– 住民参加の欠如

– 情報共有の欠如

1.日本の土地利用政策
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事例研究
• 目的: 現状及び計画土地利用の適性について
評価する。

• 調査地域: 茨城県取手市

– 東京郊外の自治体

– 面積：70平方キロメートル

– 人口：11万人

– 1965-1990年に

急激な都市化

東京都市圏

取手市

20km

50km

2. 事例研究
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地理
台地

標高: 20-25 m
沖積平地

標高: 5-10 m
斜面及び谷戸

自然地域開発地地域 農業地域

2. 事例研究

©Environmental NPO Toride
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手法

• 地理情報の準備

– 土地利用, 地形,斜面,土地利用ゾーン等

• 適性判断基準

– 開発地域、農業地域及び自然地域

• 適性の地図化

• 評価

– 土地利用適性 vs. 現行/計画土地利用

– 複合土地利用適性図

– 将来の土地利用の方向性の素描

2. 事例研究
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地理情報の準備

• 土地利用情報

– 地球観測衛星「だいち」を利用(3月、8月の画像)

– 教師付分類(7項目)：水田、その他の耕作地、森
林、草地、開発地、裸地、水域

– 土地被覆分類のための5つの景観単位を設定

2. 事例研究

土地被覆分類のた
めの景観単位

概要 水田
その他の
耕作地

草地 森林 裸地 市街地 水域

非耕作地、非人工
構造物

耕作は認められない。草刈等の植生
管理は含まれる。橋梁を除く人工構
造物がない。

* * * *

非水田耕作地
台地上で水田耕作が認められない地
域。 * * * * *

水田耕作地 水田耕作が主に占める地域。 * * * * * *

集約的耕作地
緑地は主に耕作地となっており、自
然植生(草地)が僅少の地域 * * * * *

都市地域 耕作地が認められない地域 * * * *

 

凡例 
非耕作地・非人工構造物 

非水田耕作地 

水田耕作地 

集約的耕作地 

都市地域 

Legend

LCLUClassUnitPoly

<all other values>

UnitClass

1

2

3

4

5
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地理情報の準備
2. 事例研究
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土地利用適性の判断基準

• 個々の判断基準の評価(3段階)
– 最適 / 非最適 / 不適

• 均等重み付け

• 単純重ね合わせ手法

2. 事例研究

判断基準 開発地域 農業地域 自然地域

平坦度 * *
洪水への脆弱性 *
地震への脆弱性 *
土地利用の整合 * * *
中心市街地への近接度 * * *
土地利用ゾーニング *
自然の価値 *
自然への近接度 *
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 最適地 

 非最適地 

 (色分けは非最適評

価の数を示す 

不適地 

Legend

0

1

2

3

4

5

6

10

TorideArea

土地利用の適性図作成
(現行開発地域の評価を例として)

 

平坦度 洪水への
脆弱性

地震への
脆弱性

土地利用
の整合

中心市街地へ
の近接度

土地利用
ゾーニング

2. 事例研究

全ての判断基準が「最適評価」

いずれかの判断基準が「不適評価」

一つ以上の判断基準が「非最適評価」

 

Legend

0

1

10

TorideArea

最適評価 

非最適評価 

不適評価 
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適性評価図 (計画開発地域)

適性の良否に関わらない
市街化区域の指定

2. 事例研究

沖積平地での
開発

 凡例 
最適地 

 非最適地 

 (色分けは非最適 

 評価の数を示す) 

不適地 

 市街化区域 

行政界 

駅 

鉄道 

主要道路 

Legend

lu_au_toride

TorideArea

! station

railroad

road

Legend

0

1

2

3

4

5

6

10

TorideArea
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適性評価の組み合わせ

• 開発地域: 赤
– 1680 haの高適性地 (現行2061 ha)

• 農業地域: 緑
– 4340 haの高適性地 (現行2740 ha)

• 自然地域: 青
– 3220 haの高適性地 (現行1841 ha) 

• 開発地域及び農業地域: 黄

• 開発地域及び自然地域: マゼンタ

• 農業地域及び自然地域: シアン

• 全て: 白

• なし: 黒

2. 事例研究
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複合土地利用適性図
2. 事例研究

自然と開発
の対立

潜在的に開発
可能な地域

分断化した自然のゾーニング 白地

農業と開発の対立

地域全体を包含する統合的な土地利用計画

自然地域の保全と整備のための政策の必要

台地上の農村景観を保全する政策の必要

市街化地域のゾーニングの見直し

 凡例 

開発地域 

農業地域 

自然地域 

開発及び農業地域 

開発及び自然地域 

農業及び自然地域 

全ての土地利用 

なし 

 

市街化区域 

農用地 

森林計画対象区域 

河川区域 

行政界 

駅 

鉄道 

主要道路 

Legend

UPZToride

ALZToride

fz_toride

RZToride

TorideArea

! station

railroad

road

Legend

0

1

2

3

4

5

6

7

8
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空間計画の政策枠組み
(Haaksbergen町の事例)

空間計画法

再構築法及び
土地改良法*  

国家空間戦略

関連計画
所与の条件

空間に関わる全
ての人間活動 州空間計画

‘空間的な
翻訳’

空間構造計画土地利用配置計画

土地改良プロジェクト

再構築計画

土地利用分布

実施

3. オランダの空間計画

*現行は農地開発法
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主な特徴
• 地理情報の応用

– 計画段階における地理情報の応用

– 空間計画を表現するとりまとめ地図

– インターネットを通じた空間計画へのアクセ
ス確保

• 住民参加

• 意志決定

• 環境面での配慮

• 地理情報の応用と空間計画政策の全体の枠
組みが相互に支えあう関係ができている

3. オランダの空間計画
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計画段階における地理情報の応用
• Haaksbergen町

3. オランダの空間計画
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空間計画を表現するとりまとめ地図

• 国家空間戦略

3. オランダの空間計画

 国家空間主要骨格 

経済、インフラ、都市 
経済 

経済コア地域 

国外経済コア地域(参考表示) 

主要港湾・空港 

知識ポート(brainport) 

グリーンポート(greenport) 

インフラ 

水運による主要な連絡 

鉄道による主要な連絡 

Zuiderzee 鉄道など 

道路による主要な連絡 

道路の連絡の途絶えている箇所 

航路 

都市 

国家都市ネットワーク 

国外都市ネットワーク(参考表示) 

新規のキープロジェクト 

土地基盤 

地形概略 

排他的経済水域(EEZ)と境界と 12 海里ゾーン 
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空間計画を表現するとりまとめ地図

• オーバーアイセル州空間計画

3. オランダの空間計画

 

都市地域  

業務地域  

都市拡大の限界線  

2010 年までの業務地域

の拡大エリア  

農業地域  

農業・文化的景観

地域  

自然・文化的景

観・農業地域  

自然地域  

レクレーション地域  

森林   

(点描地域 ) 

廃棄物処理地域  

地下水井  (W) 

空港  
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空間計画を表現するとりまとめ地図

• Haaksbergen町空間構造計画

3. オランダの空間計画

 

住宅地の拡大 

業務地区の拡大 

N18 国道計画ルー

ト 

緑地構造 

雨水貯留の検討候

補地 

中心地と周辺をつ

なぐ良好な自転車

道路 

業務機能と居住機

能の分類 

中心市街地の再構

築 

N18 国道を交差する環

境改良 

商業地の拡大候補

地 

緑地・レクレーシ

ョン地域の候補地 
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空間計画を表現するとりまとめ地図

• Haaksbergen町土地利用配置計画

3. オランダの空間計画

 

Forest and 

nature area 

Forest and 

nature area 

森林及び自然地

域 

親自然型農業地域 

(B) 

景観及び自然的価値を

有する水域 

国境商店 (GW) と建物最大容積 

(5,000 立方メートル) 

考古学的価値を

有する地区 

住宅敷地 (W) と建

物最大戸数 (2) 

キャンプハウス 

(KH) と最大建築

要領  

微地形保護地域 

(水平ハッチ)  

オランダとドイツの

国境 

サマーハウス敷

地(Z)  

滞在型レクレー

ションエリア  

農場カテゴリー1 

(大規模) 

新たな開発は許

可されない  

農業関連業務 (AH) と記念物 

(M) 
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インターネットを通じた空間計画アクセス

• Enschede市サイト

3. オランダの空間計画

 配置(ゾーニング)情報 地図情報 

拡大画面 

概要図 住所 

土地情報 

土地所有者情報 

土地利用ゾーニング情報 

規制文書へのリンク 

デジタル地図の凡例 

メニューパレット 
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日本の土地利用政策への地理情報の応用

• 事例研究
– 統合的アプローチの普及啓発

– 政策形成ツールとしての利用(将来)

• オランダの空間計画
– 技術的には応用可能、しかしながら

– 以下を特徴とする政策・施策の実施環境が必
要
• 統合的アプローチ

• 地方での政策形成

• 住民参加

•地形的、環境的側面の配慮

4. 地理情報の応用
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結論

1. 縦割り的な土地利用の政策手法

– 統合的なアプローチの必要性

2. 事例研究による郊外土地利用の可視化

– 地形的、環境的側面の配慮の必要性

3. オランダの空間計画の主な特徴

– 地理情報の応用

– 住民参加

– 意思決定

– 環境的側面の配慮

4. 土地利用政策における地理情報の応用

– 地理情報の応用とお互いに支えあうような適切な政策・施
策の実施環境が必要


